
書式第９号（法第１０条・第２５条関係）

令和７年度　活動予算書（その他事業がない場合）
令和７年９月１日から　令和８年８月３１日まで
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認定特定非営利活動法人　カタリバ
（単位：千円）

科目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　経　常　収　益
１　受取会費

正会員受取会費
賛助会員受取会費

２　受取寄付金
受取寄付金

３　受取助成金等
受取民間助成金

４　事業収益
人づくりを通じた社会活性化に関する事業収益
キャリア学習イベント等活動の企画・実施事業収益
災害等により学習環境に恵まれない人たちのための、
通信教育、学習相談その他の教育事業収益　
普及啓発事業収益

５　その他収益
雑収入

経　常　収　益　計
【Ｂ】　経　常　費　用

１　事業費
（１）人件費

給料手当
雑給
法定福利費
通勤費
福利厚生費

（２）その他経費
採用教育費
業務委託費
広報活動費
交際費
会議費
旅費交通費
生徒送迎費
通信費
消耗品費
システム費
修繕費
水道光熱費
荷造運搬費
新聞図書費
教材費
印刷製本費
諸会費
支払手数料
地代家賃
賃借料
保険料
租税公課
支払報酬料
減価償却費
雑費
支払助成金
奨学給付金

事業費計
２　管理費

（１）人件費
役員報酬
給料手当
雑給
法定福利費

一般正味財産増減の部



通勤費
福利厚生費

（２）その他経費
採用教育費
業務委託費
広報活動費
交際費
会議費
旅費交通費
通信費
消耗品費
システム費
新聞図書費
印刷製本費
諸会費
支払手数料
賃借料
保険料
租税公課
支払報酬料
減価償却費
雑費

管理費計
経　常　費　用　計
当　期　経　常　増　減　額　【Ａ】－【Ｂ】　・・・①

【Ｃ】　経　常　外　収　益
経　常　外　収　益　計
【Ｄ】　経　常　外　費　用
経　常　外　費　用　計
当　期　経　常　外　増　減　額　【Ｃ】－【Ｄ】　・・・②

税　引　前　当　期　一　般　正　味　財　産　増　減　額　　・・・①
法人税、住民税及び事業税　・・・②
前期繰越一般正味財産額　・・・③

【Ｃ】　次　期　繰　越　一　般　正　味　財　産　額　①－②＋③

【Ｆ】　次　期　繰　越　指　定　正　味　財　産　額　⑥＋⑦　

【Ｄ】　次　期　繰　越　正　味　財　産　額　合　計　

275
874

78,762
13,401
15,233
8,381
466
211

1,504
1,297
1,117
5,785
31
454
70

3,272
5,191
104

9,874
359

4,500
7,513

114,853
2,177,897
-142,747

0

0
0

-142,747
395

1,868,263
1,725,121

0

1,725,121

※事業費と管理費の区分において、一部共通して発生する経費の按分には、昨年実績を参考とした比率を適用し簡易的に算出しています。


